
　

は、今後も継続して窓

５

口での積極的な案内を

日

行っていく。会議室の

概

利用率について
事業区

施

分 □ 自治事務   

策

□ 法定受託   □

名

 その他
今後の方向性

共

□ 縮小　□ 改善 も

創

、登録団体に対し積極

・

的に利用の案内を行っ

コ

ていく。また、電子予

ミ

約システムの導入によ

ュ

り、利用者の利便性
（

ニ

改善措置等）□ 休止

テ

　□ 終了 を向上させ

ィ

、団体登録数の増加に

基

繋げていく。
計画対象

本

□ 実施計画査定対象

目

  □ 行政改革対象

標

 
□ 廃止　　　　 

共

※決算額については、

に

端数処理により、他資

創

料の決算額と差異が生

る

じている場合もありま

持

す。

続的に発展するまち

要

No. 事

施

務事業名 活動内容 コス

策

ト（事業費：千円）

地

の

域づくり市民会議事業

目

令和　２年度 令和　３

的

年度 令和　３年度 令和

市

　４年度 令和　２年度

民

令和　３年度 令和　３

が

年度 令和　４年度
活動

主

指標名 単位
実績 計画 実

体

績 計画 決算 当初予算 決

的

算 当初予算
全体事業概

に

要
①

地域の情報課題を

ま

共有で ％ 80 0 80
市

ち

内各小学校区にて、活

づ

動する様々な団体が一

く

堂に会 きた割合（出席

り

者アンケ
し情報交換、

や

地域課題を話し合い、

地

解決の糸口をみつ ート

域

） 0 495 142 82

の

0
ける。会が発展し、

活

話し合い後、行動に結

動

びつけたい
②。

令和　

な

５年度の優先度

③2 　

ど

□ Ａ　　　 □ Ｂ

に

　　　 □ Ｃ　　　

参

 □ Ｄ　

事業の見直

加

しを行い、ウェルビー

し

イングの観点に立った

、

新たな会議を行うこと

相

としたため、地域課題

互

を共有する
■ 計画ど

に

おり   
令和　３年

支

度 アンケート調査は行

え

わないこととした。
□

合

 遅延       

う

  
の評価

□ 進展な

住

し     

□ 維持

み

　□ 拡大 市民会議に

よ

ついて、令和4年度か

い

ら、従来の地域の課題

地

解決を行うという観点

域

に、地域の幸せを考え

社

るウェルビ
事業区分 □

会

 自治事務   □ 

を

法定受託   □ そ

形

の他
今後の方向性 □ 

成

縮小　■ 改善 ーイン

す

グの観点を加え、実施

る

していく。
（改善措置

こ

等）□ 休止　□ 終

と

了
計画対象 □ 実施計

。

画査定対象  □ 行

施

政改革対象 
□ 廃止

策

　　　　 

の方向 共創のまちづくりの推進

地域づくり市民会議事業については、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から会議の開催を見送った。市民活動推進事業については、新型コロナウイルス感染症
□ 計画どおり   

令和　３年度 の影響から会議室の利用回数が減少している。
■ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 地域づくり市民会議事業については、ウェルビーイングの視点を取り入れた形で市民会議事業を行う。市民活動推進事業については、窓口での市民団体への案内を継続

今後の方向性 □ 拡大　　　　 して行っていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 

N

3

o. 事務事業名 活動内

年

容 コスト（事業費：千

度

円）

市民活動推進事業

　

令和　２年度 令和　３

　

年度 令和　３年度 令和

事

　４年度 令和　２年度

務

令和　３年度 令和　３

事

年度 令和　４年度
活動

業

指標名 単位
実績 計画 実

評

績 計画 決算 当初予算 決

価

算 当初予算
全体事業概

表

要
①

市民活動団体数 団

（

体 415 412 420

個

ＮＰＯ法人、ボランテ

票

ィア団体などの地域活

）

動団体に
対して市民活

課

動センターの会議室の

名

貸出しや様々な情 0 5

環

,507 5,422 5

境

,670
報を収集・提

市

供などを行い、各団体

民

の自主的活動を促
②

会

部

議室の利用率 ％ 67.

地

0 48.6 67.2
進

域

する。

令和　５年度の

協

優先度

③1 　□ Ａ　

働

　　 □ Ｂ　　　 

・

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

安

　

市民活動団体数につ

全

いては、目標値には届

課

いていないものの順調

作

に増加。会議室の利用

成

率については、新型コ

日

ロ
□ 計画どおり  

令

 
令和　３年度 ナウイ

和

ルス感染症の影響で利

　

用回数が減少している

４

。
■ 遅延     

年

    
の評価

□ 進

　

展なし     

■ 

８

維持　□ 拡大 市民活

月

動団体の登録について


